
 

 

論文 セメント･アスファルト複合体の動的応力緩和特性に関する基礎的

研究 
 

大庭 克*1・大下 仁至*2・上田 満*3 

 

要旨：本研究の主目的はセメント･アスファルト複合体（セメント，アスファルト乳剤，骨材

の三成分よりなる混合物）のＱ値を求めることである。Ｑ値は岩石等の応力緩和特性を把握

する際によく用いられる指標である。実験は供試体の一端に弾性波を入力し，他端の出力波

と共振させて共振曲線を描く。得られた共振曲線より，動弾性係数，Ｑ値が求められＣＡ複

合体（以下ではセメント･アスファルト複合体をこのように称する）のみならず，他の建設材

料についても測定した。その結果，複合体のＱ値及び動弾性係数は C/E（セメントとアスフ

ァルト乳剤の質量比）や骨材混合割合に影響されることが明らかとなった。 
キーワード：CA複合体，C/E，応力緩和，Ｑ値，動弾性係数 

 
1. はじめに 

 CA複合体は C/Eを変化させることにより弾性

領域から粘弾性領域まで力学的な特性が変化す

る。またこの材料は応力緩和現象を示す材料と

して知られている。応力緩和現象は CA 複合体に

ひずみを与えた後，そのひずみを一定に保つと

内部に発生した応力が吸収されるという現象で

ある。この特性を持つ CA 複合体は震動抑制・騒

音低減材として，新幹線や地下鉄の軌道スラブ

と基礎との間に充填材として使用されている 1)

～3）。また，トンネルの裏込めに適用し免震効果

を期待するとともに地盤との一体化を図るなど，

広範囲にわたって適用される 4)。 

本研究は混合タイプ CA 複合体の衝撃吸収効

果に主眼を置いて検討しようとするものであり，

CA複合体の動的な応力緩和特性に注目し，Ｑ値

測定を行ったものである。従来の研究は円柱供

試体に一定のひずみ速度で荷重をかけ破壊前ひ

ずみを保持することによって行う静的応力緩和

試験が主流であった。本研究では動的な応力緩

和特性としての動弾性係数とＱ値を求めた。Ｑ

値は一般に物体内を伝わる弾性波の減衰傾向を

あらわすとされている。特にＱ値は地震波が岩

盤を伝わる速度，減衰傾向を推定するために，

室内実験によって求められるものとして知られ

ている。本研究の主目的は共振法による動的応

力緩和試験を CA 複合体，構造用部材（セメント

モルタル，スチール等）に対して行い，求めら

れたＱ値の比較検討を行うことである。 

 

2. 実験概要 
 2.1 使用材料及び配合 

 CA 複合体はセメント，アスファルト乳剤，骨

材の三成分より構成されるものとした。複合体

は骨材として砂のみを用いた CA 複合体を以下

では複合体 Aと称す。また，複合体全体積の 50％

を砕砂としたCA複合体は複合体Bと称すことに

する。表－1 は各複合体の構成成分を示す。表

中の各成分の詳細は次のとおりである。普通ポ

ルトランドセメントは密度：3.15g/cm3，粉末

度：3280cm2/g，アスファルト乳剤はノニオン系

アスファルト乳剤（蒸発残留分針入度：60～80，
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表－１ CA複合体の構成成分 

CA複合体 A B 

セメント 普通ポルトランド 

セメント 

アスファルト 
乳剤 

蒸発残留分の針入度 

60/80 

骨材 海砂 砕砂，海砂 

 

表－2 供試体寸法及び形状 

供試体種別 形状 寸法 (mm) 
CA a 角柱 25×25×300 
複 b 円柱 φ20×200 
合 c 円柱 φ15×200 
体 d 円柱 φ13×120 

ｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙ 角柱 25×25×300 
木材 角柱 18×18×250 

ステンレス 円柱 φ15×200 
岩石 円柱 φ14×120 

 

濃度：57.9％），海砂は密度：2.62 g/cm3，粒径：

0.6～0.074mm，砕砂は密度：2.62 g/cm3，粒径：

5～0.6mm であった。 

2.2 CA 複合体供試体寸法及び作成方法 

自動ミキサーにより各配合比に計量したアス

ファルト乳剤，セメント，骨材を混合後，型枠

に打設した。24 時間型枠のまま恒温槽に静置し

た後脱枠し，27 日間恒温室において養生を行っ

た。 

 本研究で実験に用いた供試体寸法は 4 種類と

し，それぞれの寸法及び形状は表－2 に示すと

おりである。弾性波速度は材料，配合によって

一定値を示すが供試体寸法の差が，共振周波数

に与える影響を検討するため異なる寸法の供試

体を用いた。 
2.3 比較対象の構造用部材及びその供試体 

 比較対象として用いた構造用部材は，セメン

トモルタル，木材，ステンレス，岩石とした。

これら供試体寸法は表－2の通りである。 

2.4 実験方法 

 Ｑ値測定は共振法により行い，パーソナル

コンピュータで測定システムを制御した。

HP-IBインターフェースを介して接続された

供試体

シンセ

サイザー
アンプ

デジタル

ハイテスタＰＣ

ＨＤＤ

振動子

 

図－1 測定装置の概略 

 

共振曲線ピーク

1/√2
Ｎ

共振周波数 ｆ

周波数（kHz）

振
幅

 
図－2 共振曲線 

 

シンセサイザーが周波数を徐々に変化させな

がら正弦波を出力し，供試体の両端に取り付

けた振動子の一端に入力する。弾性波は供試

体内部を伝播し，他端の振動子で出力される。

出力された信号はアンプにより増幅され，受信

機（デジタルハイテスタ）に入力される。受信

機は実行値を読み取り，データをコンピュータ

に転送する。図－１は測定装置の概略図である。 

 

3. 解析方法 

共振法は供試体の一端に正弦波を入力し，

供試体の他端の出力波と入力波を共振させ

ることにより共振周波数を求める方法であ

る。求められた共振周波数より，供試体中

を伝わる弾性波速度，弾性係数，Ｑ値が決

定される。求められた弾性係数は，静的圧

縮試験により求められる静弾性係数に対し

て，動弾性係数と呼ばれる。 
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図－3 共振曲線(C/E=0.3,複合体A,種別ａ) 
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図－4 共振曲線(C/E=0.3,複合体A,種別ａ) 

 

 3.1 共振曲線 

 共振曲線は入力された弾性波と出力波の振幅

によって示される曲線であり，一定の振幅の振

動を供試体の一端に入力し，供試体他端の振動

振幅を入力周波数に対してプロットして作られ

る曲線である。図－2は共振曲線の具体例を示

したものである。 

 3.2 Ｑ値，動弾性係数 

 Ｑ値は無次元量であり，本研究で用いた周波

数範囲内において，Ｑ値は周波数と無関係であ

るとされている。またＱ値は弾性波の減衰を表

すパラメーターとして用いられる。このＱ値の

逆数Ｑ-1は物体の内部抵抗の大きさを表すパラ

メーターであり，内部摩擦と呼ばれるものであ

る。つまりＱ-1の値が大きいほど内部摩擦が大

きいと考えられる。このＱ値は共振曲線より求

められ，Ｑ値の定義式は以下に示す。 

 

N
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図－5 共振曲線(C/E=0.3,複合体A,種別ａ) 
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図－6 共振曲線(C/E=0.3,複合体B,種別ａ) 

 

f ，Ｎはそれぞれ図－2 中に示した値であ

り，ｆは共振周波数を示し， N は共振振幅

ピーク値の 1/√2 を結ぶ周波数幅を示して

いる。また動弾性係数 ED は以下に示す関係

式にて求められる。 
 

ED＝ ＤＷｆ2         (2) 

 

ｆ：共振周波数(ｃ/ｓ) 

Ｗ：供試体の重量（kg） 

Ｄ：供試体の形状で定まる定数 

 

Ｄ＝0.00408
bt
L
（角柱供試体）  (3) 

Ｄ＝0.00519 2d
L

（円柱供試体） (4) 

 

L：供試体長（cm） 

b , t：直方体供試体の断面の辺長（cm） 

d ：円柱供試体の直径（cm） 
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図－7 共振曲線(C/E=0.3,複合体A,種別ｂ) 
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図－8 共振曲線(C/E=0.3,複合体B,種別ｃ) 

 

 4．実験結果及び考察 

 4.1 共振曲線 

 (1) C/E による影響 
 C/E が共振曲線に与える影響を検討した。図

－3～図－5 は海砂混合割合が 0％，供試体寸法

及び形状は供試体種別が a で，C/E のみ異なる

複合体 A の共振曲線である。図－3～図－5 はそ

れぞれ C/E が 0.3，0.4，0.5 の複合体の共振曲

線を示した図である。各図の共振曲線は周波数

が約 8kHz 付近で共振点を示しており，C/E が

大きくなるに従い共振周波数は大きくなってい

る。また各共振曲線の共振振幅は C/E が大きく

なるに従い大きくなっており，C/E が 0.5 の複

合体の振幅は，C/E が 0.3 のものと比較して約

3.5 倍となった。即ち，C/E が大きくなるにつ

れ波動が伝播し易い硬質な複合体になると考え

られる。ただし，図中の縦軸の振幅単位は出力

電圧を mV 単位で示したものである。 
 (2) 砕砂の有無による影響 

 図－6 は複合体 B において C/E が 0.4，海砂

の混合割合が 0%，供試体種別が a の複合体の

共振曲線を示した図である。即ち図－6 は図－4 
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図－9 共振曲線(C/E=0.3,複合体A,種別ｄ) 
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図－10 共振曲線(セメントモルタル) 

 
に対する比較用である。両者の図に示される共

振曲線を比較すると，図－6 に示される共振周

波数が約 12kHz であり，図－4 と比較して約

4kHz 大きくなっている。また共振振幅も大き

くなっており，図－4 と比較して約 2 倍の大き

さを示している。本研究で行った共振法は供試

体中に正弦波を伝播させるため，砕砂という骨

材最大寸法の異なる媒体が存在する複合体Bで

は，正弦波の伝わり方は複合体 A に比べ複雑に

なることは明らかであり，これが共振曲線に反

映されていると考えられる。 
 (3) 供試体寸方及び形状による影響 

 図－3 及び図－7，図－8，図－9 はそれぞれ寸

方及び形状が異なる供試体の共振曲線の比較図

である。即ち，それぞれの図は同一配合のもの

であり，供試体種別がａ，b，c，d である。図

－7～図－9 の共振曲線は周波数が約 25kHz 付

近で共振点を示した。また共振振幅は供試体長

が短くなるに従い大きくなり，供試体長のもっ

とも短い供試体種別ｄの共振振幅は供試体種別

a のものに比べ約 13 倍となった。 
 (4) 比較材料の共振曲線 
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図－11 共振曲線(木材) 
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図－12 共振曲線(ステンレス) 

 
 図－10～図－13 は今回比較材料として用い

たセメントモルタル，木材，ステンレス，岩石

の共振曲線である。これらの共振曲線は CA 複

合体の共振曲線と比較してピークの鋭い曲線と

なっており，その中でもステンレスが最も鋭い

ピークを示した。ステンレスの共振曲線を示す

図－12 と，ステンレスと同寸法及び同形状であ

る CA 複合体の共振曲線を示す図－8 を比較す

ると，ステンレスの共振振幅は CA 複合体の共

振振幅の約 18 倍となった。 
4.2 Ｑ値 

 図－14はCA 複合体の各配合におけるＱ値の

値を示したものである。図は複合体Ａ，供試体

種別 a のもので，異なる C/E に対して縦軸にＱ

値，横軸に海砂の混合割合を示したものである。

図より同一の C/E に対しては，海砂の混合割合

が多いものほど，Ｑ値が大きくなった。また海

砂の配合割合が同一であれば，C/E が大きくな

るに従い，Ｑ値が大きかった。 
 図－15はCA 複合体と比較材料のＱ値を示し

たものである。比較に用いている CA 複合体は

C/E が 0.3，海砂の混合割合が 20%，供試体種 
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図－13 共振曲線(岩石) 
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図－14 海砂混合割合によるQ値の比較 

 
別が a の複合体 A 及び複合体 B である。各比較

材料のＱ値は CA 複合体のＱ値より大きくなり，

その中でもステンレスが CA 複合体の約 8 倍の

Ｑ値を示し最も大きな値をとった。また比較材

料の中では最もＱ値の小さかった木材において

も CA 複合体の約 4 倍のＱ値をとった。 
 Ｑ-1 は内部摩擦を表す指標であり，Ｑ-1 が大

きければ内部摩擦は大きくなる。従ってＱ値が

小さいものほど内部摩擦は大きいので，応力緩

和は顕著であると考えられる。実験結果より，

C/E が 0.3，海砂の混合割合が 40%の複合体 A
は，0%のものの約 33%Ｑ値が大きくなる。ま

た，海砂の混合割合が 0%，C/E が 0.5 の複合体

A は，0.3 のものの約 25%Ｑ値が大きくなる。

即ち，本研究の範囲内では C/E が 0.3，海砂の

混合割合が 0％の複合体 A が最も応力緩和が顕

著であるといえよう。 
 4.3 動弾性係数 

 図－16はCA 複合体の各配合における動弾性

係数の値を示したものである。図中の値は複合

体Ａ，供試体種別 a のもので，異なる C/E に対

して縦軸に動弾性係数，横軸に海砂の混合割合 
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図－15 比較材料の Q値 
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図－16 各配合の動弾性係数の比較 

 
を示したものである。図より同一の C/E に対し

ては，海砂の混合割合が多いものほど，動弾性

係数の値が大きくなる。また海砂の配合割合が

同一であれば，C/E が大きくなるに従い，動弾

性係数の値も大きくなる。 
 図－17 は C/E が 0.5，供試体種別が a の複合

体A及びBの動弾性係数の値を示した図であり，

複合体中の砕砂の有無による動弾性係数の相違

を示したものである。砕砂を混入した複合体 B
の動弾性係数は砕砂を混入しない複合体Aのも

のより約5~8倍程度大きくなっていることが分

かる。 
 

 5. まとめ 

 本研究の範囲内でえられた実験結果を以下に

まとめる。 

(1) C/E が 0.5 の複合体の共振振幅は，C/E が

0.3 のものの約 3.5 倍となった。 
(2) 比較材料の共振曲線は鋭くなったが，CA複

合体のものはなだらかであった。 
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図－17 砕砂の有無よる動弾性係数の比較 

 
(3) C/E が大きくなおかつ海砂の混合割合が

多い複合体ほどＱ値は小さくなり，同一の

海砂混合割合で，C/E が 0.3 から 0.5 に変

化した場合 25％程度，同一の C/E で，海

砂混合割合が 0%から 40%増加した場合

33％程度大きくなる。 
(4) 本研究で用いた比較材料の中では，ステン

レスのＱ値が最も大きくなり，CA 複合体

の約８倍程度の値をとった。 
(5) 複合体 B の動弾性係数は複合体 A のもの

より約 5～8 倍程度大きくなった。 
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